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（８） 　遠藤博也『行政過程論・計画行政法』（信山社、2011 年）141 頁。
（９） 　同上、142 頁。
（10） 　小高・前掲注（3）、５－６頁。























































（12） 　塩野宏『行政法Ⅰ（第６版補訂版）』（有斐閣、2015 年）394 － 403 頁。






















































（14） 　村上武則『給付行政の理論』（有信堂、2002 年）284 頁。
（15） 　同上、287 頁。
（16） 　同上、288 － 289 頁。


























（17） 　同上、291 － 292 頁。
（18） 　同上、293 頁。



























（20） 　同上、300 － 301 頁。
（21）　同上、302 － 303 頁。
（22）　正木宏長「行政法と官僚制（2）」立命館法学　2005 年１号（299 号）、76 頁。
































































































































































































（34） 　中国行政訴訟法は、2014 年 11 月１日、第 12 回全国人民代表大会常務委員会の第 11
回会議の「中華人民共和国行政訴訟法の改正に関する決定」に基づいて第１回の改正
































関連法規を探ると、中国では、最高人民法院が　2011 年 08 月 12 日、「政府
広島法学　42 巻３号（2019 年）－ 140
－ 95 －
情報公開行政案の若干問題審理に関する規程」（以下「規程」という）という




































には、その限界が現れる。この限界は、裁判例 Chrysler Corp.v.Brown, 441 U.S. 
（35） 　参考までに、行政機関情報公開法 13 条１項には、「開示請求に係る行政文書に国、
独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人及び開示請求者以外の者（以下こ






































　国防省補給局（Defense Logistics Agency, DLA）は、第三者から上記記録の








（38） 　Chrysler Corp.v.Brown, 441 U.S. 281 (1979)､https://supreme.justia.com/ cases/federal/


















の司法審査に関する規定（5U.S.C. § 701-706）によって逆 FOIA訴訟の裁判権
を認めた（39）。日本の場合は、船橋市西図書館蔵書廃棄事件（最判平成 17 年７






218 － 227 頁を参照）。なお、クライスラー事件の紹介については、宇賀克也『情報公
開法―アメリカの制度と運用』（日本評論社、2004 年）232 頁、許蓮麗『公民の知る権
利の保障―政府情報公開訴訟の理論と実践』（中国法制出版社、2011 年）54 － 57 頁も
参照。





















































（41） 　横山・前掲注（28）の第３章（135 － 218 頁）は，実体法的構成による行政裁判の限
界を手続法的構成である司法審査の視点から論じる。
